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問題と目的

2017年度の高等学校卒業者の大学・短大への
進学率は54.7％、高等教育機関全体での進学率は
76.2％に達し（文部科学省，2017）、学生の質が多様
化し、対応の難しい学生が増加してきている。特に
学力や意欲の低下、対人関係の未熟さ、希薄さなど
といった特徴とともに、不登校やひきこもり、進路をな
かなか決定できないという現象も目立っている（小貫・
吉田・田畑，2008）。槇野（2007）は、大学生の学

生相談数の増加、休学・留年件数が増加傾向にあ
ることを示している。このような学生の不適応が増加
する状況においては、より一層の学生支援の充実が
求められると同時に、課題も指摘されている。
全国の大学・短大等を対象とした調査によれば、
全体の85.9％の大学が、「悩みを抱えながら相談に
来ない学生への対応」を学生相談における特に必要
性の高い課題として回答している（独立行政法人日本
学生支援機構，2014）。自力では解決できない問題
に直面した際に他者に援助を求めることは、相互独
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Abstract

This study targets female physical education college students, and conducts the 
questioner survey aiming to investigate the relation among help-seeking behavior, 
social support, and help-seeking preferences. Results shows that the relation between 
social support and help-seeking behavior for friend and family is found. Especially, the 
importance of family support is recognized. Help-seeking behavior for friend is positively 
related with active attitude for help. On the contrary, possibility has been suggested that 
low resistance against help is regarded as suppression variable about help-seeking behavior 
for family. While students with help-seeking for teacher feel receiving social support from 
teacher, students with help-seeking for counselor acknowledge receiving social support 
from family and teacher. Students with help-seeking for teacher have positive attitude 
toward help. On the other hand, it is confirmed that students with help-seeking for 
counselor feel resistance against help.



36

立的で健全な人間関係を築き、ストレスを乗り越え人
生の質を高めるうえで重要であるといえる（太田，2005

など）。Van Brunt（2008）は、社会的・情緒的問題
をもつ学生はドロップアウト率が高いこと、カウンセリ
ングを受けた学生はそうでない学生よりも在籍継続率
が高いこと、カウンセリングは学生が自身の抱える困
難に取り組むことや大学を継続するのを援助すること
を指摘している。
このように学生への援助や支援は効果が期待でき
ると考えられる一方で、必要な学生に必要な援助が
提供されていないという事実もある。木村（2017）は、
この課題は学生相談のみの課題ではなく、大学全体
の問題であり、援助を必要としながらも求めない、あ
るいは求めることのできない学生の心理や行動を理解
し、大学全体がどのように対応・支援していくかを明
らかにする必要性を述べている。
これまで、この課題に対しては援助要請の観点か
ら研究が進められてきている（水野・石隈，1999）。「個
人が問題状況に遭遇し、自分で問題を解決できない
とき、他者に援助を求めること」を援助要請行動という
（DePaulo，1983）。この援助要請行動の関連要因と
しては、①問題の深刻度、心理的変数などの「個人
要因」、②キャンパス風土やネットワーク変数などの
「コミュニティ要因」、③学生相談の利用しやすさや
充実度などの「学生相談機関要因」の3つが挙げら
れる（木村，2017）。
「個人が、情緒的、行動的問題および現実生活に
おける中心的な問題で、カウンセリングやメンタル
ヘルスサービスの専門家、教師などの職業的な援
助者および友人・家族などのインフォーマルな援助
者に援助を求めるかどうかについての認知的枠組み」
のことを被援助志向性と呼ぶが（水野・石隈，1999）、
この個人の被援助志向性と援助要請行動とには関連
があることが示されている。中学校教師を対象とした
田村・石隈（2001，2006）の研究においては、被援
助志向性のうち「援助への欲求と態度」が高い教師
は援助要請を行う可能性も高く、それだけソーシャル
サポートを得やすくなり、バーンアウトも低下するとし
ている。一方で、そこには男女差が存在し、ソーシャ
ルサポートが得られない場合は、情緒的消耗感が高

くなることを示唆している。
また、雨宮・松田（2015）は、大学生を対象に援
助要請行動に被援助志向性、ソーシャルサポート、
その他の心理的変数が及ぼす影響を検討し、被援
助志向性は友人および家族への援助要請行動に対
して正の影響が認められたものの、その影響は弱い
ことを指摘している。一方で、友人および家族のソー
シャルサポートは、いずれも援助要請行動に強い正
の影響を及ぼしていることを明らかにしている。
以上のことから、個人の被援助志向性と援助要請
行動との関連は認められると推測されるものの、それ
だけでは十分ではなく、ソーシャルサポートの影響も
検討することが必要であると考えられる。
ソーシャルサポートとは、「家族や友人、隣人など、
ある個人を取り巻く様々な人々からの有形・無形の
援助」を指す（Caplan，1974）。これまでにソーシャル
サポートが健康状態やストレス、適応状態にどのよう
な影響を与えるかという研究が数多くなされてきており
（嶋，1992など）、その効果はストレスの種類、サポー
トの種類、サポート源、被験者の特性など様々な要
因によって異なると考えられる。
また、水野（2017）は、友人などインフォーマルな
援助者の場合は、援助要請・被援助志向性は、ソー
シャルサポートと近い概念であるとし、ソーシャル
サポートの中で利用可能性を問う知覚されたサポー
ト（福岡，2007）は、インフォーマルなサポート資源
に対する援助を前提にしている可能性を示している。
片受・大貫（2014）の大学生を対象とした調査におい
ては、ソーシャルサポートと援助要請スキルに有意
な相関関係が認められている。
さらに、水野（2017）は、日本では豪州や米国と異
なり、友人などインフォーマルなサポート資源に対す
る援助要請も検討されており、身近な人からの援助
と、専門家、周囲の人に助けを求める行動の両方を
検討することにより、身近な人からのサポートが専門
家への援助要請につながるプロセスを把握できると
述べている。
このような援助要請の研究については、大学生を
対象としたものも近年多くみられるようになってきてい
るが（木村，2017など）、スポーツや体育を専門とす
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る学生を対象とした研究はあまり見受けられない。思
春期から青年期の大半を競技者として過ごす学生
は、精神健康度の調査などでも、一般学生と比較し
て健康度が高いことが示されているが、一旦悩みを
抱えると深刻なものになることが指摘されている（鈴
木，2004）。大学運動部員の男女を対象とした奥田・
竹之内（2006）の研究では、友人が最も重要なソー
シャルサポート源であること、学生相談室への援助
不安は高いものの、悩みが深刻であれば相談室利
用の意志が強まることを示唆している。
筆者は本学において学生相談を担当しており、悩

みを抱え自主的に来談する学生がいる一方で、支援
が必要との判断から教職員が勧めても来談に至らな
い学生、またその必要性を教職員が把握することが
難しい学生も少なくないことを感じる。必要な学生に
適切な支援を提供するためには、女子体育大学とい
う環境で大学生活を送る学生の実態を把握すること
が必要不可欠であると考える。
そこで本研究では、女子体育大学生を対象として、
質問紙調査を実施し、以下の仮説を検証したうえで、
他者への援助要請行動に関連する要因および、その
特徴を明らかにすることを目的とする。なお、本研究
においては、前述の援助要請行動の関連要因のうち、
「個人要因」の心理的変数として被援助志向性、「コ
ミュニティ要因」のネットワーク変数としてソーシャル
サポートを取り上げることとする。また、サポート源と
しては、大学生にとって身近な存在である友人、家
族、教員を、援助要請行動の対象としては、これに
加え、カウンセラーなどの専門家を取り上げることとす
る。

仮説①： 知覚されたソーシャルサポートの高さは援
助要請行動を促進する要因になる。

仮説②： 被援助志向性の高さは援助要請行動を促
進する要因になる。

方法

女子体育大学体育学部の3年生244名を対象とし、
2017年1月に以下の尺度から構成される無記名式質

問紙調査を実施した。調査は、大学の講義終了後
に同意を得られた者を対象として集団形式で行った。
なお、本研究は、本学研究倫理審査委員会の審査
を経ており、調査の実施にあたっては、授業等の評
価に影響することはないこと、結果は統計的に処理さ
れるため個人が特定されることはないこと、調査への
回答は任意であること、研究結果を紀要等で発表す
ること、回答の拒否によって不利益を被ることはないこ
と、を文書で提示することに加え、口頭でも説明したう
えで、協力を求めた。

調査内容
① ソーシャルサポート尺度
福岡（1997）の作成した、なぐさめやはげまし、愚
痴を聞く、相談にのるなどのサポート行動からなる尺
度で、サポートの「入手可能性」「提供可能性」お
よび実際の「入手量」「提供量」を測定する（福岡，
1999）。本研究においては、知覚されたソーシャル
サポートを測定するため、「入手可能性」についての
み用いた。本尺度は、一定の信頼性および妥当性
が確認されている。先行研究では友人のみをサポー
ト源として調査しているが、本研究においては友人
に加え、家族、教員をサポート源とし、「現在、親
しい友人」（以下「友人」）「家族」「現在、身近な大
学の先生」（以下「教員」）と提示した。それぞれ9項
目（「落ち込んでいるときに、元気づけてくれる」「困っ
たことがあったとき、相談にのってくれる」「気晴らし
になるようなことを一緒にしてくれる」など）、計27項目、
5件法（まったくあてはまらない～よくあてはまる）。順
に1点から5点として得点化を行い、項目平均値を尺
度得点とした。得点が高いほどソーシャルサポート
の入手可能性を高く知覚していることを意味する。な
お、本調査での α係数はいずれも.90以上であった
（友人：α=.919，家族：α=.956，教員：α=.959）。

② 被援助志向性尺度
田村・石隈（2006）が教師を対象として作成した「自
分で解決するには困難な状況に直面したときの他者
に援助を求める態度」を測定する「特性被援助志向
性尺度」を用いた。本尺度は一定の信頼性および妥
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当性が確認されている。「普段の生活の中で、自分
で解決するには困難な状況において他者に援助を求
める態度」を想定しているため、より安定した個人内
特性の測定が可能である（雨宮・松田，2015）。先行
研究では教師を対象としているため、「学校教育サー
ビスの3領域において、普段の指導・援助サービス
の中で」と限定されているが、本研究では大学生を
対象としているため削除した。また大学生を対象とし
て本尺度の調査を実施している雨宮・松田（2015）
同様、「教師としての役割を十分に果たすために」と
いう記述は「自分の役割を十分に果たすために」と変
更した。
「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」（以下「抵
抗感の低さ」、7項目「援助者は自分の抱えている問
題を理解してくれないだろう（逆転項目）」「他者に援
助を求めると、自分が弱い人間と思われそうである（逆
転項目）」など）と「被援助に対する肯定的態度」（以
下「肯定的態度」、6項目「問題解決のために、他者
からの適切な助言が欲しいと思う方である」「困難に
直面するたびに、まわりの人に助けられながら、問
題を解決していく方である」など）の計13項目、5件法
（まったくあてはまらない～よくあてはまる）。順に1点
から5点として得点化を行い、項目平均値を尺度得点
とした。「抵抗感の低さ」は、得点が高いほど援助を
求める際や被援助後の効果に対して懸念や抵抗感
を示さないことを意味し、「肯定的態度」は、得点が
高いほど、問題解決の際、援助を求めることに積極
的であることを意味する。なお、本調査での α係数
はいずれも.80以上であった（抵抗感の低さ：α=.851，
肯定的態度：α=.845）。

③ 援助要請行動尺度
與久田・太田・髙木（2011）が作成した援助要請
行動を測定する尺度。最近1年程度の間に以下の
6領域について、誰か（以下の4対象）に相談した経
験があるかについて回答を求める。先行研究の「授
業・学業面」（以下「学業」）「サークル・課外活動」「対
人関係（恋愛関係も含む）」（以下「対人関係」）「性
格・容姿」（以下「性格」）「心身の健康」（以下「健康」）
「進学・就職・将来」（以下、「進路」）の6領域のうち、

「サークル・課外活動」を体育大学という特性から「ク
ラブ・課外活動」（以下「クラブ」）に変更した。対象
はソーシャルサポート尺度に合わせ、「現在、親し
い友人」（以下「友人」）「家族」「現在、身近な大学
の先生」（以下「教員」）「カウンセラーなどの専門家」
（以下「専門家」）の4対象とし、6領域×4対象の計
24項目、5件法（まったく相談しなかった～よく相談し
た）。順に1点から5点として得点化を行ったうえで、
各対象の6領域の合計得点を算出し、平均値を対象
別の尺度得点とした。

結果と考察

基礎統計量
各尺度得点の平均値と標準偏差を算出した。結
果はTable 1およびTable 2に示した通りである。な
お、援助要請行動尺度については、各対象・各領
域別得点の平均値・標準偏差と各対象の尺度得点
の平均値・標準偏差を算出した（Table 2）。「教員」
および「専門家」への援助要請行動については、回
答が最小値に偏ったため、床効果が認められた。こ
れは、教員と専門家に対して全く援助要請行動を示
さなかった学生が多かったことを表している。本研
究における測定方法の問題であり、今後の大きな課
題といえる。そのため、「教員」と「専門家」について
は、援助要請行動の程度に応じて群分けし、ソーシャ
ルサポートと被援助志向性の差を検討することとした。
「教員」は、平均値から±0.5SDを基準とし、援助要
請行動の低群（n=107）・中群（n=70）・高群（n=65）
に群分けした。「専門家」は、援助要請行動なし群（尺
度得点1点「まったく相談しなかった」、以下「なし群」
n=186）と援助要請行動あり群（上記以外、以下「あ
り群」n=56）に群分けした。
奥田・竹之内（2006）は、調査した6つの悩みの

領域すべてにおいて、友人と家族への被援助志向
性の方が学生相談室への被援助志向性より高いこと
を示唆している。大学生においては、インフォーマル
な援助者である友人や家族への被援助志向性の方
が、フォーマルな援助者である学生相談への被援助
志向性より高いことが明らかにされており（木村・水

田島　真沙美
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野，2004）、本研究の援助要請行動にもこの傾向がみ
られた。大学生を対象としたこれまでの研究において
は、教員を援助者として取り上げたものはあまり見受
けられないが（與久田ら，2011）、教員の場合も同様
の傾向を示しているといえる。加えて、本研究では実
際の援助要請行動を調査したため床効果が認めら
れる結果となった。教員および専門家への援助要請
行動は少ないことを想定し、今後は測定方法を再検
討することが望まれる。たとえば、「もし実際にニーズ

が発生した場合、どの程度援助要請しようと思うか」と
いう行動意図のことを援助要請意図というが、この行
動意図が実際の行動につながるとされており（永井，
2017）、これを測定することも有効であると考えられる。

ソーシャルサポートおよび被援助志向性と友人・
家族への援助要請行動との関連
はじめに、各尺度得点間の単相関の分析を行っ

た。結果はTable 3 に示した通りである。

Table 1　ソーシャルサポート・被援助志向性の平均値・標準偏差

Table 2　援助要請行動の平均値・標準偏差

Table 3　各尺度得点間の相関係数

n 

平均値

n 

友人 平均値

n 

家族 平均値

n 

教員

標準偏差

専門家 平均値

友人サポート

家族サポート

教員サポート

抵抗感の低さ

友人援助要請

1.181 1.356 

1.19 

ソーシャルサポート

1.091 1.044 1.443 

242 242 242 242 

1.22 1.21 

.714 

被援助志向性 被援助行動

n.s. n.s. n.s. 
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ソーシャルサポートおよび被援助志向性が「友人」
と「家族」への援助要請行動に与える影響を検討す
るために、ソーシャルサポート尺度の下位尺度であ
る「友人からのソーシャルサポート」（以下「友人サ
ポート」）「家族からのソーシャルサポート」（以下「家
族サポート」）「教員からのソーシャルサポート」（以
下「教員サポート」）および被援助志向性の下位尺
度である「抵抗感の低さ」「肯定的態度」を説明変数、
対象（友人、家族）への援助要請行動をそれぞれ基
準変数とするステップワイズ法による重回帰分析を
行った。結果はTable 4 に示した通りである。いずれ
もVFI<2.0であり、多重共線性が生じている可能性
は低いと思われる。

友人への援助要請行動と「友人サポート」およ
び「家族サポート」には有意な正の関連がみられ
（β=.293, p< .001; β=.189, p< .01）、家族への援助
要請行動では「家族サポート」の β値が有意となった
（β=.755, p< .001）。いずれも仮説①を支持する結
果である。ただし、雨宮・松田（2015）の研究では
確認されなかった友人への援助要請行動と家族から
のソーシャルサポートの関連が、本研究においては
認められた。これには測定方法や分析方法が異なる

ことが影響を及ぼしていると推察されるが、先行研究
においても両者の単相関は有意な値を示している。
これらのことを踏まえ、発達的には青年期にあたる
大学生の特徴を加味して考察する。青年期において
は、家族からの心理的離乳を果たすことが心理社会
的な発達課題となるため（西平，1990）、サポート源と
しても友人が重要になると推測され、本研究におい
ても友人への援助要請行動に友人からのソーシャル
サポートが影響を与える結果となっている。しかし、
家族からのソーシャルサポートとの関連が認められ
ないわけではなく、土台には家族からのソーシャル
サポートが得られていることが前提となっているとも考
えられる。つまり、学生が青年期に至るまでの、最初
に出会うサポート源は家族であるため、基本となる家
族からのソーシャルサポートの上に友人からのソー
シャルサポートが存在するというように重層的になっ
ており、それが友人への援助要請行動に影響を与え
ている可能性も推測される。
また、女子は男子と比較し、家族サポート・友人
サポートのどちらも高く知覚していることが明らかにさ
れている（嶋，1992など）。このことから、男女を対象と
した雨宮・松田（2015）の研究では認められなかった
女子の家族サポートの特徴が見出されたとも考えられ
る。今後、より詳しい検討を要するものの、特に女子
における家族サポートの重要性が示唆されたといえよ
う。
友人への援助要請行動と被援助志向性の「肯定

的態度」に正の関連が認められた（β=.226, p< .001）。
これは、被援助に対して肯定的態度を示している方
が友人へ援助要請をしていることを意味し、仮説②
を支持する結果となった。一方、家族への援助要請
行動と被援助志向性の「抵抗感の低さ」には負の関
連が確認された（β=.‒117, p<.01）。これは、援助へ
の抵抗感が高い方が家族へ援助要請をしているとい
うことを意味しており、仮説②とは異なる特筆すべき
結果である。
家族への援助要請行動と被援助志向性の「抵抗

感の低さ」との単相関を確認すると（Table 3）、両者
に有意な相関は認められない（r=‒.051, n.s.）。それに
もかわらず、β値が有意であり、負の関連が認めら
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Table 4　ソーシャルサポート・被援助志向性と
援助要請行動の関連　  　　

家族サポート

教員サポート

抵抗感の低さ

基準変数

友人 家族
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れることを合わせて考えるならば、「抵抗感の低さ」は
抑制変数として家族への援助要請行動に影響を及ぼ
していると考えるのが妥当なのではないだろうか。つ
まり、家族からのソーシャルサポート知覚が高い方
が家族への援助要請行動につながるが、家族から
のソーシャルサポート知覚が同程度であれば、被
援助への抵抗感が高い方が家族へ援助要請をする
ということになる。前述のように、学生のサポート源
の土台は家族である可能性を考慮すると、たとえ援
助を受けることへの抵抗感が高いとしても、家族には
援助を求めやすいのではないかと推察される。このこ
とは、逆に被援助への抵抗感が低ければ、家族以
外のサポート源にも援助を求められる可能性を示唆
しているといえるのではないだろうか。

教員・専門家への援助要請行動群間差の検討
前述の通り、「教員」と「専門家」に関しては援助
要請行動の高低により3群（低・中・高）および2群（な
し・あり）に群分けしたうえで、各群のソーシャルサポー
トの下位尺度である「友人サポート」「家族サポート」
「教員サポート」および被援助志向性の下位尺度で
ある「抵抗感の低さ」「肯定的態度」の平均値・標準
偏差を算出した（Table 5）。さらに、上記それぞれを
従属変数とし、援助要請行動の群間差を検討するた

め、1要因の分散分析（「教員」）および t検定（「専
門家」）を行った。結果はTable 5 に示した通りである。
なお、分散分析により有意差が認められた場合は、
多重比較（TukeyのHSD法）を行った（Table 5）。
教員への援助要請行動の群間差については、「教

員サポート」において、低群＜中群＜高群の有意差
が認められた（F（2,237）=41.974, p< .001）。また、被
援助志向性の「肯定的態度」において高群が低群よ
りも有意に高いという結果となった（F（2,224）=5.505, 

p< .01）。先述の通り、大学生を対象とした援助要
請行動の研究においては援助要請の対象として教
員を挙げているものはあまり見受けられない（與久田
ら，2011）。これには高校までの学校生活とは異なり、
大学生活で特定の教員とかかわる機会は格段に減る
ため、援助を要請する対象とはなりにくいことが影響
していると考えられる。実際、平井（2001）の大学生
の援助ニーズに関する研究では、相談相手として友
人、家族、先輩が上位を占めており、教員は挙げら
れていない。また、與久田ら（2011）の研究においても、
教員への援助要請は専門家に次いで少ないことが示
されている。ただし、この研究において、授業・学業、
進路・就職の領域については、他の領域に比べると
教員への援助要請が認められる。本学は比較的小
規模な大学であり、かつ体育大学という特色から多く

Table 5　援助要請行動群に関する分散分析・t 検定結果

低群 中群 なし群 あり群 t検定結果

友人サポート

家族サポート F(2,239)=2.691 

F(2,237)=41.97 4*** 
教員サポート

低群く中群く高群
1.079 .884 

なし群くあり群

176 51 

抵抗感の低さ F(2,224)=2.216 3,,1,1 3.14 
あり群くなし群

.758 878 

51 

肯定的態度 3.69 t(225)=.645 

.806 
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の学生がクラブなどに所属し課外活動を行っている。
そのため、調査対象となった大学3年生は、全員が
ゼミナールに所属し担当教員が担任となっているほ
か、所属クラブの顧問や指導者となっている教員とも
日常的なかかわりが密であることも少なくない。本研
究では対象を特定の教員に限定して調査を行ってい
ないが、今後はそのような検討も必要であろう。
これまで述べてきたように、本研究においても教員
への援助要請行動自体が少なく、各群の人数にも偏
りがあるため、再検討の余地はあるものの、友人や
家族同様、教員へ援助要請している学生は教員から
のソーシャルサポート知覚が高いことが示唆された。
また、教員へ援助要請している学生は被援助に対し
て肯定的態度を示しているといえる。本分析において
は、因果関係を明言できないが、いずれも仮説を支
持する結果であるといえよう。中学生・高校生におい
ても、教師への援助意図は友人や家族と比較し低い
ことが報告されているものの、特に学習や進路などに
ついては有用な援助者となり得ることが指摘されている
（永井，2012；岡本ら，2014）。大学生においても、援
助要請の対象として選択されることは少なかったとし
ても、教員だからこそ提供できる援助があることを考
慮すれば、学生が教員のことを、サポートしてくれる
存在であると感じられるような関係性を築くことが必要
だと考えられる。
専門家への援助要請行動の群間差については、

「家族サポート」と「教員サポート」において、「あ
り群」が「なし群」よりも有意に高いという結果となっ
た（t（118.153）=‒2.196, p< .05; t（109.447）=‒2.559, 

p< .05）。また、被援助志向性の「抵抗感の低さ」に
おいて、「なし群」が「あり群」よりも高いという有意差
が確認された（t（225）=2.376, p< .05）。既述の通り、
大学生の援助要請の対象としては専門家が選択され
ることは少なく（與久田ら，2011）、本研究においても、
専門家へ援助要請をした学生は少数となり、各群の
人数に偏りが生じた。このことは今後の課題である。
専門家へ援助要請している学生は家族および教

員からのソーシャルサポート知覚が高いことが示さ
れた。因果関係については述べられないものの、仮
説①を支持する結果であるといえる。海外や高齢者

を対象とした研究では専門家に援助を求める人は
ソーシャルサポートが少ないと述べられているが（水
野・石隈，1999）、本結果から、専門家へ援助要請
する学生は身近な大人である家族や教員からサポー
トを受けているという感覚を抱いていると推測される。
また、木村・水野（2008）は、学生相談の利用につ
いて、周囲の重要な人物からの利用期待を強く感じ
ているほど、援助要請意図が高いことを明らかにして
いる。家族や教員からの勧めや紹介により専門家に
つながるというルートも少なくないことが本結果に影響
を及ぼしているのではないだろうか。
また、専門家に援助要請している学生は被援助
への抵抗感が高いという仮説②とは異なる結果が
得られた。大学運動部員を対象とした奥田・竹之内
（2006）の研究でも、学生相談への不安が高いほど、
被援助志向性が高いという同様の結果が示されてい
る。このことから、被援助への不安が高い学生ほど、
援助要請をするとは考え難く、専門家へ相談しようと
することは同時に不安を喚起することでもあり、来談と
非来談との間で葛藤が生じると考える方が妥当であろ
う（奥田・竹之内，2006；弦間ら，2008）。木村・水野
（2004）は、この援助不安について、援助を求めた
ときに、援助者が呼応的に対応してくれないのでは
ないかという不安に関する「呼応性の心配」と、援助
を受けることで周りから汚名を着せられることへの不
安に関する「汚名の心配」を見出している。これらは、
実際に援助を求める状況に直面しているからこそ感じ
る不安であると推察される。学生が専門家へ援助要
請をする際には当然不安が生じるものと捉え、援助
の開始以降も不安を抱えている可能性もあることを十
分考慮したうえで、学生を支援していくことが求められ
る。

まとめと今後の課題

本研究では、女子体育大学生を対象とし、他者へ
の援助要請行動とソーシャルサポートおよび被援助
志向性との関連を検討することを目的とし、質問紙調
査を実施した。分析の結果、友人・家族への援助
要請行動とソーシャルサポートの関連が認められ、
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特にサポートの基礎を築くと考えられる家族サポート
の重要性が示された。また、友人への援助要請行
動には被援助に対する肯定的態度に正の関連がみ
られる一方で、家族への援助要請行動には被援助
への抵抗感の低さが抑制変数となっている可能性が
示唆された。このことから、家族からのソーシャルサ
ポートが同程度である場合、被援助への抵抗感が
低ければ家族以外に、被援助への抵抗感が高けれ
ば家族に援助要請をする可能性があることが推察さ
れた。
教員へ援助要請をする学生は教員からのソーシャ

ルサポートを知覚し、専門家に援助要請をする学生
は、教員サポートと家族サポートを知覚しているとい
う結果となった。教員へ援助要請をする学生は被援
助に対して肯定的態度を示している一方で、専門家
へ援助要請する学生は被援助への抵抗感を抱いて
いることが確認された。
水野・石隈（1999）は、被援助志向性、被援助
行動の概念は多様であるとし、これを踏まえたうえで、
被援助志向性および被援助行動を定義し、何を測
定するかを明らかにする重要性を示している。前述
の通り、本研究においては学生が実際に行った援助
要請行動に関して調査を行ったが、教員と専門家へ
の援助要請行動は少なく、顕著な偏りが生じる結果
となった。このことから、既に述べた「援助要請意図」
のほか、援助要請に対する全般的な態度、つまり「援
助要請態度」を測定することも想定される。
さらに、援助要請に関連する要因として何を取り上
げるのかについても今後の重要な課題となる。具体
的には、先述の「援助不安」のほか、「悩みの深刻度」、
「援助要請スキル」、「援助要請スタイル」などが考
えられる。悩みの深刻さと援助要請には概ね関連が
あると考えられ（水野・石隈，1999）、実際に援助要請
をするためには援助要請スキルが必要となる（水野，
2017）。一方、援助要請研究の大きな課題として「援
助要請を高めることで援助者に対する依存を高めてし
まうことになるのではないか」というものがある。これに
対して永井（2013）は、援助要請のタイプとして「援
助要請自立型」「援助要請過剰型」「援助要請回避
型」の3つのタイプを見出している。これらについても

今後検討していくことが望まれる。
最後に本結果を踏まえた学生への支援のあり方に

ついて述べる。大学生はフォーマルな援助者よりもイ
ンフォーマルな援助者を好む傾向がある。一方、イ
ンフォーマルな援助者から学生相談機関等を勧めら
れることで専門家への援助要請が高まる可能性があ
ると考えられる（木村・水野，2008）。このことからも、
まずは学生がサポートの期待できる身近な他者に援
助を求められるかどうかが重要であるといえよう。そし
て、そこから必要に応じて、より適切な支援へつない
でいくためには、個々人がメンタルヘルスに関する
知識や大学の学生への支援体制について把握して
いることが求められる。学生相談の認知度が高いほ
ど、被援助志向性も高まることが示されており（木村・
水野 ,2004）、学生相談に限らず、学内の支援体制
および利用方法などについての周知が必要であると
考えられる。
さらに、学生相談に対する援助要請は「心理・社
会面」の問題よりも「修学・進路面」の方が高いこと
が明らかにされており（木村・水野，2009）、学業面
や進路面の問題で、大学内のどこかに援助を求めれ
ば、そこを足掛かりにその学生に必要な支援へつな
がっていくというような、円滑な連携体制を構築するこ
とも効果的な支援を行うためには有効であるといえよ
う。
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